
   姫路市ものづくり販路拡大支援事業補助要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第

１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。以下同じ。）の優れ

た製品・技術等の市場開拓や、新製品等の販路拡大を支援するため、市場の

開拓又は新製品等の販路の拡大のために国内外で開催される見本市、展示会

等（以下「見本市等」という）に出展する事業に要した経費に対し、補助金

を交付することについて、姫路市補助金等交付規則（昭和４３年姫路市規則

第６０号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第１条の２ この要綱において「現地見本市等」とは、現地で開催される見本

市等で、過去５年の間に、４０以上の出展者数による現地開催の実績が１回

以上（２以上の見本市等が合同で開催された場合にあっては、合同で４０以

上の出展者数による現地開催の実績が１回以上）あるもの（次の各号のいず

れかに該当するものを除く。）をいう。 

 (1) 販売が主たる目的であるもの 

 (2) 補助金の交付を受ける者が、主催し、共催し、又は運営等に携わるもの 

 (3) 特定の団体又は中小企業者のみを対象とするもの 

 (4) 姫路市文化コンベンションセンターで開催されるもの 

２ この要綱において「オンライン見本市等」とは、インターネット上で開催

される見本市等で、次の各号の全てに該当するもの（前項各号のいずれかに

該当するものを除く。）をいう。 

(1) 過去５年の間に、４０以上の出展者数による現地開催の実績が１回以上

（２以上の見本市等が合同で開催された場合にあっては、合同で４０以上の

出展者数による現地開催の実績が１回以上）あるもの 



(2) 次に掲げるいずれかに該当するもの 

ア 国、地方公共団体、独立行政法人日本貿易振興機構（以下「ジェト

ロ」という。）又は商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）若し

くは商工会法（昭和３５年法律第８９号）に基づき設立された法人が

主催し、共催し、若しくは後援するもの又は運営の構成団体であるも

の 

イ ジェトロによる出展支援が行われるもの 

ウ ジェトロがインターネット上で公開している主要見本市リストに掲

載されているもの 

(3) 開催期間が１日以上６か月以内であるもの 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各

号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 国内で開催される全国規模の現地見本市等への出展 

(2) 国外で開催される現地見本市等への出展 

(3) オンライン見本市等への出展 

(4) 姫路市文化コンベンションセンターで開催される見本市等への出展 

    （補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

いずれかに該当するものとする。 

(1)  日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）の分類表に定め

る大分類Ｅ（製造業）に属する事業を行う市内に主たる事務所を有する中

小企業者であって、補助を受けようとする前年度において本要綱の補助金

の交付を受けていないもの 

(2)  姫路市ものづくり開発奨励補助金交付要綱（平成８年１０月１日制



定）に規定する姫路市ものづくり開発奨励補助金の交付を受けた年度の

翌年度から４年度を経過するまでの年度で、当該補助金の交付対象とな

った製品・技術について出展を行う者 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に掲げるものとする。

ただし、見本市等の開催日の１年前から補助対象事業の完了の日までに支払

った経費に限る。 

(1) 第２条第１号及び第４号に掲げる補助対象事業 出展料、小間料等の名

目で主催者が一般的に徴収する経費 

(2) 第２条第２号に掲げる補助対象事業 

ア 出展料、小間料等の名目で主催者が一般的に徴収する経費 

イ 通訳及び現地説明員に係る経費 

ウ 現地までの航空運賃 

（3） 第２条第３号に掲げる補助対象事業 出展料、小間料等の名目で主催

者が一般的に徴収する経費（オンライン見本市等の開催期間が３か月を超

える場合にあっては、当該経費のうち３か月に相当する金額に限る。） 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、前条に規定する補助対象経費

の合計額（当該経費に対する国、県又はジェトロの補助金等があるときは、

当該補助金等に相当する額を経費の合計額から控除した額とする。）の２分

の１を限度とする。ただし、その額は、次の各号に掲げる補助対象事業に応

じ、当該各号に定める額を超えないものとし、かつ、千円未満の端数は切り

捨てるものとする。 

(1) 第２条第１号に掲げる補助対象事業 ４０万円 



(2) 第２条第２号に掲げる補助対象事業 １００万円 

(3) 第２条第３号に掲げる補助対象事業 ２０万円 

(4) 第２条第４号に掲げる補助対象事業 １０万円 

２ 補助金の交付は、１対象者に対して１年度につき１回かつ第２条各号に掲

げる補助対象事業のうち１事業に限るものとする。 

 （申請書の提出） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市

長が別に定める期間内に、ものづくり販路拡大支援事業補助金交付申請書

（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

(1) 見本市等の開催要領 

(2) 見本市等への出展申込書の写し（既に出展の申込みを行っている場合

に限る。） 

 (3) 法人の登記事項証明書（個人事業者にあっては住民票及び事業の実態

を確認することができる書類）の写し 

(4) 姫路市税に滞納が無いことを証する書類 

 (5) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の場合において、申請者は、補助対象経費に消費税及び地方消費税が

含まれる場合には、これに相当する額を当該補助対象経費から減額して申請

しなければならない。ただし、当該補助対象経費に係る消費税額及び地方消

費税額の仕入控除税額（以下「仕入控除税額」という。）がない見込みの申

請者（以下「適用補助対象者」という。）は、この限りでない。 

３ 補助金の交付の決定時に見本市等への出展申込みが完了していないものに

あっては、申込み後、直ちに市長にその写しを提出しなければならない。 

４ 適用補助対象者は、申請時において、仕入控除税額に係る届出書（様式第



２号）を提出しなければならない。 

 （補助金の交付決定） 

第７条 市長は、交付の可否の決定に当たっては、当該補助対象事業の費用対

効果、補助対象事業に対する申請者の取組状況及び過去の出展回数等を総合

的に検討するものとする。 

２ 市長は、前項に定める事項を検討するため必要と認めるときは、姫路商工

会議所職員から意見を聴取することができる。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者は、対象事業が完了したときは、完了

後１０日以内に、ものづくり販路拡大支援事業補助金補助事業実績報告書

（様式第３号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 見本市等の出展写真（オンライン見本市等にあっては、見本市等に出展

したことを確認することができる書類） 

(2) 補助対象経費の支払を確認することができる書類の写し 

（仕入控除税額の報告） 

第９条 適用補助対象者は、当該補助対象事業が完了したとき、又は当該補助

対象経費に係る消費税及び地方消費税の確定申告が完了したときに、次の各

号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (1) 仕入控除税額報告書（様式第４号） 

 (2) 積算内訳書 

（補助金等の返還） 

第１０条 適用補助対象者が、確定申告により仕入控除税額が生じた場合は、

当該仕入控除税額に相当する額を市長に返還しなければならない。 

（実施の細目） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項



は、別に定めることができる。 

  附 則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市ものづくり販路拡大支援事業補助要綱の規

定は、この要綱の施行の日以後の申請に係る助成金の交付について適用し、

同日前の申請に係る助成金の交付については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１８年４月５日から施行する。 

２ この要綱による改正後の姫路市ものづくり販路拡大支援事業補助要綱の規

定は、この要綱の施行の日以降の申請に係る助成金の交付について適用し、

同日前の申請に係る助成金の交付については、なお従前の例による。 

 附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要綱は、令和３年６月２３日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の第１条の２から第６条まで及び第８条の規定は、

この要綱の施行の日以後にされた申請に係る補助金の交付について適用し、

同日前にされた申請に係る補助金の交付については、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


